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1.1  年金制度改革の背景 





民的な関心事項となるに至っている。2004 年の制度改正（平成 16 年改正）を控えた 2002
年には、国民年金保険料の未納問題をきっかけとして公的年金への関心が一挙に高まり、




















1.2  年金制度改革の選択肢 
  2007 年前半には新聞社が主導する形により、いくつかの年金制度改革の青写真が提示さ
れ、これを引き継ぐ形で、年金以外の政策手段である税制、医療、生活保護などの組み合
                                                   
1  本稿は、平成 19 年度内閣府国際共同研究（2008 年 3 月 4 擥）及び、擥本財政学会第 65 回大会（2008





















  第 2 に、所得比例年金の創設である。これは諸外国においてスウェーデン方式として知
















                                                   
2  例えば、 社会保障国民会議 （2008）は 分立する社会保障制度の一体化と再成をねらいとして設置された。 
3  National Defined Contribution ともいう。和訳では、概念上の拠出建て、もしくは見なし掛け金建て方
式という。 5 
 





















年金分野への応用について検討する。第 3 節は、新たにモデル構築した PENMOD モデル








   






2.1  マイクロシミュレーションの基本構造 
  マイクロシミュレーションとは、個票（マイクロデータ）を用いた経済モデル技法であ






















与える「ライフイベント（life  events） 」の処理が、個票ごとに施される。個人にとって年





2.2  海外事例 
  1970 年代から開始されたコンピュータ技術の進歩が、多数の個票データを扱うマイクロ
シミュレーション分析を可能としたが、この動きを決定づけたのはパソコンの出現であり、

























  DYNAMODⅠおよび DYNAMODⅡは、キャンベラ大学の NATSEM(National  Center 
for Social and Economic Modeling)によって開発された。 オーストラリア政府との協力関係












                                                   
6  もちろん、 政府当局が有する実際の年金加入記録が利用できれば、 この種の問題は発生しない。 しかし、
研究者向けに実際の記録が開示されているのは、諸外国においてアメリカぐらいである。 8 
 
  ロンドン大学における LSE と King’s  College  が共同開発したのが、SAGE モデル





ある。 このような接合法は、 ノルウェーの MOSART モデル （Andreassen、   Fredrkksen and 










しで 1935 年以降の就労履歴に関するパネルデータの推計を実現する手法を編み出した。 推
計はライフイベント法によっており、出生、就学、雇用（就業） 、結婚、離婚、死亡などの
一連のライフイベントが確率法によって決められている。1935 年以降の就業履歴が現在時




ント法のほかに、 次のような関数推計が併用されている。 ①就業期間 （employment duration）
を推計する生存時間関数：実際のパネルデータからパラメータを推計している。②就業者







                                                   
7  Evandrou、Falkingham and Scott(2004)によるテクニカルノート 8 号を参照した。 
8  イギリスには、(ⅰ)Retirement and Retirement Plans Survey（1989） 、 （ⅱ）British Household Panel 




































  第 3 のタイプはマクロ経済モデルによる推計である。このタイプの代表事例が、内閣府
が保有する経済財政モデルであり、このモデルにおける社会保障ブロックにおいては公的
年金財政の推計が実現されている11。マクロ経済モデルにおける分析目的は、マクロ経済と
                                                   
10  財政再計算プログラムの詳細は、厚生労働省（2004）に詳しい。 
















くの OLG モデルタイプの研究が出現しつつある。 
 










治体（市町村）であるが、負担側の保険料の算定式が、とりわけ 65 歳以上の 1 号被保険者
について複雑であり、 個票に立脚した推計の方がより正確になることが期待できる。 また、
介護給付は、個人の健康状態に加えて個人が属する世帯類型などに左右される傾向がある
ので、この点においても個票分析に立脚する KEISIM モデルの優位性が認められる。 
  稲垣（2007）が開発した INASIM モデルは、将来の擥本における家族構造の変化を分析
                                                                                                                                                     
の受給者数を乗じて総支給額を求めている。わが国の現行制度における年金支給額は、前年額からの伸び
率によって記述することが可能であり、上述のようなモデル構築により推計することができる。 
12  これ以外の欠点として、年金モデルが要請する経済与件のタイムスパンは最底でも 50 年後であり、マ
クロモデルですら追えないきらいがある。 マクロモデルにおける財政部門の扱い方については、 白石 （2007）
を参照。 








































                                                   


















   
























＝＝＝    図  １    ＝＝＝ 
 
3.2  使用データ   













  主として公務員が加入する共済年金については、 『国家公務員共済組合事業年報』 及び 『地14 
 
方公務員共済組合事業年報』からデータを得た17。 




            １号（1961－2004） ：国民年金に加入する自営業主、家族従業員など。             
                                年齢別人数を得た。 
            ２号（1961－2004） ：厚生年金及び国民年金に加入する給与所得者。 
                                年齢別、所得階級別人数を得た。 
            ３号（1986－2004） ：２号被保険者の配偶者（主婦など） 。 
                                年齢別人数を得た。 













第 1 に、データセットの目標サイズを擥本人口の 5 万分の 1 サンプルとして、区分ごと
のデータをこれに合わせて調整した。 例えば、 男性 40 歳のうち厚生年金の被保険者数が 55
万人存在した場合には、 データセットにおけるサンプル数は 11 （=55/5）と なる18。第 2 に、
年次間のサンプルの結合である。これについては、上述のような年次ごとの 5 万分の 1 サ
ンプルを作成した上で、去年－今年－来年という具合に個票の ID を接合する作業を施した
19。 
                                                   
17  厚生年金、国民年金に関するデータに比べると共済年金（国、地方を合わせると 50 前後の職域組合の
総称）に関するデータは不足がちである。 









3.2.2  引退者（擢裁定者）データ 













3.2.3  就業状態の変化に関する遷移確率 
  年金推計のためのライフイベント分析において最も重要なダイナミック変化は、就業状
態の変化である。現役世代は、年金の加入種別に、就業している 1 号（自営など） 、2 号（会










  このような就業状態の変化を記述する遷移確率は、厚生労働省（2002） 『就業構造基本調




                                                                                                                                                     
を接合することを優先させ、 余ったサンプルについて、 別の加入タイプにあてがう方法とした。 結果的に、
若年期においては学生が就業して 1 号や 2 号となり、中年期には 1 号と 2 号の一部が交替するという個票






＝＝＝    図  ２    ＝＝＝ 
 
＝＝＝    表  ３    ＝＝＝ 
 
3.2.4  その他のデータ 
  上述以外の主なデータに関しては、それぞれ次のような統計データから採録している。 
第 1 に、人口や就業データについては、過去データに関しては、総務省『国勢調査』 、将
来データに関しては、 国立社会保障・人口問題研究所 『擥本の将来推計人口 （18 年 12 月） 』
を用いた。ここで過去データは、被保険者（現役世代たる加入者）を各歳別に分割する際
の分割係数などの算出に用いた。 将来データに関しては、 20 歳人口の将来推計値を採録し、
これを PENMOD モデルに与えている。 




に用いている。女性の有配偶者のうち、さらに一部が 3 号被保険者として記録される。 
第 3 に、厚生年金加入者の昇給率（賃金カーブ）や遺族年金の発生率については、厚生












乗数を乗じることにより 2 階部分の報酬比例年金を確定することができる （1 階部分の年金
額は加入月数に亝存する） 。 
   
                                                                                                                                                     
研究では就業者が経験する所得分位に変化が尐ないという想定を置くことにした。 17 
 
3.3  PENMOD モデルにおける推計ステップの詳細 
3.3.1  モジュール１：データセット 
（１）システム要件 
PENMOD モデルにおけるシステム要件は、通常のパソコンで稼働する Visual Basic お


















  20 歳サンプルの作成プログラム：PENMOD モデルでは、出生、就学などの
ライフイベント分析は行わず、外部から 20 歳人口サンプルを与える構造とし
ている。外生変数として与えられるデータは、2005 年から 2105 年までの各
年における男女別 20 歳人口（5 万分の 1 ベース）について、被保険者タイプ






                                                   
21  いずれも Microsoft 社のソフトウェアである。Visual Basic2005 年版および Access2003 年版を使用し
ている。 
22  Access ファイルへの書き込み、読み出しにやや時間を要するが、今擥の PC 性能は大型機に匹敵してい
る。推計結果を Access ファイル上にて、目視によりすぐに確認できるという利点がある。なお、先行事例




  擢裁定データの作成：2004 年時点で引退済みである擢裁定者に関しては、社
会保険嶁『事業年報』から、年金種別に男女・年齢別の受給者数と平均年金
額データを得るので、これを個票化する作業を行う。それぞれの個票には、
個人 ID、男女区分、年金種別、出生年、引退年（＝2004 年） 、受給開始年（＝












状態、10）加入タイプ 2004～加入タイプ 2110（年次別の加入タイプ 107 列） 、11）報酬月





  一方、受給記録テーブルにおける記載事項は、1）生死区分、2）個人 ID、3）男女、4）
出生年、5）死亡年、6）引退年（受給開始年） 、7）受給開始年齢、8）年金タイプ、9）遺
族年金の有無、10）遺族年金額、11）新規裁定・擢裁定年金の区別、12）基礎 2004～基礎





＝＝＝    表  ４    ＝＝＝ 
 
＝＝＝    表  ５    ＝＝＝ 
 
3.3.2  モジュール２：ライフイベント 





  PENMOD モデルにおけるライフイベント分析には、 加入記録ループと受給記録ループと
















＝＝＝    図  ３    ＝＝＝ 
 
・20 歳サンプルの追加 
  加入記録テーブルには、2004 年時点の被保険者に関する個票 1,512 レコードが格納され






















  PENMOD における婚姻状態の決定は、 男女のマッチングによる結婚シミュレーションで
はなく、女性における婚姻状態（有配偶か否か）だけを決定するという限定的なものであ
る。現行の年金制度には、サラリーマンの妻である専業主婦（3 号被保険者）が存在してお









  就業状態の変化に関する遷移確率については、3.2.3 において説明済みである。厚生労働














                                                   






























＝＝＝      図  ５   ＝＝＝ 
 
・死亡処理 
  受給記録テーブルには、2004 年時点の引退者（擢裁定者）に関する個票と、2005 年から
2100 年に新たに引退する新規裁定者の個票が格納される。これを年次ループにより処理し
ていくが、第 1 段階にあたるライフイベント処理は、死亡処理である。個票に乱数を発生
                                                   
24  確率法による推計処理を行う。 








































































4.1  現行制度に関するシミュレーション 
（１）年金給付額および保険料収入 
マイクロシミュレーション・モデルを用いた推計の妥当性の検証のために、わが国の現
行制度とその将来想定である 2004 年改正に関するシミュレーションを実施した。 
第 3 節において報告した通り、PENMOD モデルではモジュール 2 において擥本人口 5




る。 例えば、 2025 年に関する推計結果によると、 年金給付額の総計は 60.0 兆円と推計され、
うち国民年金 12.8 兆円、厚生年金 38.7 兆円、共済年金 8.5 兆円であり、これらの内数であ
る基礎年金給付費は 30.1 兆円である。なお、実際の推計作業は複数回行っており、上記の
結果はそのうちの 1 事例である26。 
次に、保険料収入については、厚生年金、共済年金の個票に記載される標準報酬月額を
集計し、これに保険料率を乗じることから将来推計を行う。2025 年の推計結果によると、
厚生年金の加入者（被保険者）の報酬総額（年収）は 213.2 兆円であり、保険料収入は 39.0
兆円と推計される。 共済年金については、 報酬総額 35.3 兆円、 保険料収入 6.5 兆円である。
国民年金については、後述する加入者数に保険料を乗じて算出されるが、同じく 2025 年の
推計結果は 4.1 兆円である。 
被保険者の人数に関しては、 国民年金 1 号 （2,005 万人） 、 国民年金 3 号 （専業主婦） （765
万人） 、 国民年金全額免除者 （355 万人） 、 国民年金半額免除者 （45 万人） 、 厚生年金 2 号 （2,720
万人） 、共済年金 2 号（390 万人）が推計される。カッコ内は 2025 年の推計結果であり、
被保険者数の合計は 6,280 万人である。 
  図６では、2005 年から 2100 年までの年金給付（3 年金の合計及び基礎年金給付費）の
推計結果を示した。図 7 では、3 タイプの年金制度における保険料の推移を示した。 
 
＝＝＝      表  ６   ＝＝＝ 
 
＝＝＝      図  ６   ＝＝＝ 
 
＝＝＝      図  ７   ＝＝＝ 
                                                   
26  確率分析におけるモンテカルロ法とは、シミュレーションを多数回行うことにより、その平均値、分散






（２）平成 16 年財政再計算との比較 





  基礎年金給付費の将来推計をみていくと、PENMOD モデルと財政再計算の推計結果は、
概ね一致した傾向にある。2025 年時点の基礎年金給付費について、PENMOD モデルの推
計値は 30.1 兆円、 財政再計算の見通しは 27.2 兆円であり、 これ以外の年次についても両者
の乖離度は 10%前後に留まる。2100 年にかけては両者の違いが拡大して財政再計算の見通
し値が大きくなるが、 これはPENMODモデルでは平成18年の新人口推計を使用しており、
前回にあたる平成 14 年人口推計に亝拠した財政再計算よりも引退人口が 2割以上尐なくな
ることによる（図 8）。  
  厚生年金の保険料収入に関しては、2020 年までの推計期間については 10-20％の過大推
計となっている。しかし、2025 年における 2 推計の乖離度は 3.5％、2050 年では 1.4％で
あり、超長期的にみると 2 推計が接近する傾向が伺える（図 9）。  
  PENMOD モデルは、 ダイナミックマイクロシミュレーションに基づいており、 個票の将
来を決めるのは、ライフイベントにおいて与えられる確率である。使用する確率パラメー
タの多くは財政再計算が使用している数値群と大差はないが、マイクロシミュレーション






＝＝＝      図  ８   ＝＝＝ 
 





額に関して、1950 年生まれ、1980 年生まれ、1981 年生まれの推計結果をみていく。 
  1950 年生まれの世代は、1970 年（20 歳）に就業し、2010 年前後（60 歳頃）に現役期
間を終えて、2013 年（63 歳）ないし 2015 年（65 歳）から年金生活をスタートさせる。









＝＝＝      図  １０   ＝＝＝ 
 
  同様の推計結果を、1980 年生まれおよび 1981 年生まれについてみた。1980 年生まれの
場合には就業を開始するのは 2000 年（20 歳）なので、この世代の加入履歴の大部分は、
本モデルにおけるライフイベントの推計結果である。これより以下の２つの傾向が指摘で
きる。 





給曲線について、実績データ（2002 年および 2004 年）を使用しているので、女性におけ
る就業率の上昇（いわゆる M 字型カーブの改善）が反映されていないからである。 
  第 2 に、1980 年生まれと 1981 年生まれの年金裁定額における、細かいレベルでみた差





















ては 3 号加入期間を考慮した設計が求められる。 
 
4.2  制度改革に関する政策シミュレーション 
（１）基礎年金における国庫負担の抑制 
・政策条件 
  現在、 基礎年金給付費のうち 1/3 相当額には国の一般会計から国庫負担が充当されている
が、2009 年以降に国庫負担割合を 1/2 に引き上げることが予定されている。年金額が多い
受給者に限り、この国庫負担額を減額した場合の年金財政に与える効果を試算した。 
はじめに、本試算における国庫負担の抑制シナリオの設定内容について述べておく。平
成 16 年財政再計算に示されるモデル個人（平均月給 36 万円）の新規裁定年金は、基礎年
金 6.5 万円、報酬比例年金 10.1 万円の合計 16.6 万円である。このうち基礎年金の 1/2 相当
額である 3.25 万円が国庫負担である。 モデル個人の現役時代の年収は 562 万円 （36 万円×
15.6 カ月）であり、給与のさらなる増加につれて報酬比例年金が増加するが、標準報酬月
額には上限（62 万円）が設定されているので、もらえる年金の上限は 23.9 万円である。 
試算では、この厚生年金を受給する引退者のうち年収が比較的多い者に支給される国庫
負担額を徐々に減額していく 2 つのシナリオを設定した。シナリオ１は、年金月額が 16.6
万円を超過すると、 年金 1 万円につき 0.4 万円だけ国庫負担を減額するシナリオである。 シ




始点である年金月額 13.0 万円とは基礎年金の 2 倍の水準である。 
 
＝＝＝      図  １２   ＝＝＝ 
 
＝＝＝      図  １３   ＝＝＝ 
 
・シミュレーション結果 




金月額 16.6 万円以降ケース）では、0.3 兆円（名目値）であり国庫負担額の総額に占める28 
 
割合は 1.6％である。一方、シナリオ 2（年金月額 13.0 万円以降ケース）では、1.1 兆円（名
目値）であり国庫負担額の総額に占める割合は 6.9％と予想される。シナリオ１とシナリオ




る。現在の基礎年金給付費は約 15 兆円なので、1.5 兆円ほどの資金が浮く計算になる。 
 




  スウェーデン方式として知られる NDC 方式（概念上の拠出建て）の導入に関する政策シ
ミュレーションを行う。各界の議論を参考として、次のような制度条件を設定した。 
  第 1 に、 見なし運用方式に基づく所得比例年金を創設する。 所得に対する保険料率は 15％
として、納付した保険料に対して賃金上昇率並み（2.1％）の運用利回りを適用することに
より、仮想的な積立を行う。これを 65 歳時点の平均余命（20.7 年）で除することにより、
引退期における毎年の年金額とする。擢裁定年金には、現行制度と同じく物価スライドを
適用する。なお、従来の国民年金の加入者には収入に比例する保険料ではなく、現状の定
額保険料（月額 1.5 万円）を徴収して、これを仮想運用する27。 
  第 2 に、月額 7 万円の最低保証年金を創設する。最低保証年金の財源は全額税方式とす
る。所得比例年金がゼロの者には最低保証年金の全額を支給するが、所得比例年金の上昇 1
万円ごとに 0.5 万円だけ最低保証年金を減額させて、所得比例年金が月額 14 万円以上のも
とに対する最低保証年金の支給はゼロとする。最低保証年金の受給資格は現行制度に同じ
（納付、免除の期間合計が 25 年以上）とする。 
  第 3 に、NDC 方式の導入年次は 2010 年とし、移行方法は 2009 年までに納付した保険
料には旧方式、2010 年以降に納付した保険料には新方式を適用するものとする。これによ
り、引退者が受け取る年金の中身が、年次を経るにつれて徐々に旧方式から新方式にシフ
トする。 また、 移行期間中の最低保証年金は、 新方式に基づく引退者が出現する初年度 （2011
年）には、満額の 1/40（70,000÷40＝1,750 円）に留め、この比率を毎年 1/40 ずつ上昇さ
せてやる28。 
  第 4 に、遺族年金を存続させる。専業主婦であった妻は夫の死後に夫が受給していた所
得比例年金の 3/4 を受け取る。この比率（3/4）は現行制度に同じである。 
 
                                                   




＝＝＝      図  １５   ＝＝＝ 
 
＝＝＝      図  １６   ＝＝＝ 
 
・PENMOD モデルの改変 





  NDC 方式においては、現行の基礎年金の給付が徐々に新設の最低保証年金に置き換わる
ことになる。シミュレーション結果によると、2010 年の新制度の導入に伴い最低保証年金
の支給が発生して、2050 年には 19.6 兆円に達する。一方、現行方式に基づく基礎年金給付
額は 2032 年の 27.5 兆円をピークとして減尐に転じる。2060 年時点の支出をみていくと、
最低保証年金 24.6 兆円、 現行制度に基づく基礎年金の残存 10.5 兆円と予想され、 両者の合
計は 35.1 兆円である。同じく PENMOD モデルの推計による現行方式では、2060 年の基
礎年金給付額は 52.5 兆円なので、NDC 方式の導入により、年金制度のうち 1 階部分が縮
小する傾向が見て取れる。 






  年金制度の 2 階部分に目を転じると、新設の所得比例年金は現行方式の 1 階部分を取り
込むものなので、その支給額は 2010 年以降にすばやく増加していく。NDC 方式に基づく
所得比例年金の支給額が現行方式に基づく報酬比例年金を上回るのは 2049 年である。 
 
＝＝＝      図  １７   ＝＝＝ 
 
＝＝＝      図  １８   ＝＝＝ 
 
  1 階部分と 2 階部分を合計した給付総額に関しては、現行方式と NDC 方式にはそれほど
差異がない。一方、現行方式に比べて保険料率の抑制（18.3％から 15.0％）により、収入
側が減尐するから、この政策シナリオでは年金財政は収入不足に陥るものと思われる。し









＝＝＝      図  １９   ＝＝＝ 
 
  最後に、NDC 方式の導入にむけた考慮点について指摘をしておく。 
  第 1 に、みなし運用方式に基づく所得比例年金の支給額は、現行方式による年金給付額




  第 2 に、遺族年金の設計である。本シナリオでは専業主婦は夫の引退時に自らは保険料
納付がないがゆえに最低保証年金を受け取り、夫の死後にはこれに加えて、夫の所得比例
年金の 3/4 を受け取る設計とした。 しかし、 擢述のとおり所得比例年金は 1 階部分を取り込
んでいるので、3/4 ルールではもらい過ぎの感がある。さらに国からみると、従来は夫婦の

























プのモデルである PENMOD の開発を構想し、その作成に着手した。PENMOD モデルは、１）デ
ータセット（擢存データの整理） 、２）ライフイベント分析（将来の加入記録および受給記
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  参  考  図  表 
 
表１  年金分析を実現したダイナミックマイクロシミュレーション 
モデル名  国名  モデル概要 
DYNAMOD I and II 





Pension Model  ベルギー   
DYNACAN, LifePaths, DEMOGEN 
(Statistics Canada) 
カナダ  1971 年データに基づくモデル 
DESTINIS  フランス  1991 年データを基本参照値として、
1945-1990 年に関する過去推計と、
1992-2040 年に関する将来推計を実現 
Sfb3  ドイツ   
ANAC  イタリア  主たる領域は家計消費 
NEDYMAS  オランダ   





PENSIM  イギリス   
SAGE  (ESRC,  Kings  College  and 
London  School  of  Economics, 
University of London) 
イギリス  年金の加入記録に関しては、3 種類の擢
存データセットを活用 
PENSIM/2  アメリカ   
PRISM (Department of Labor)  アメリカ  過去記録および将来推計のいずれもを
モデル推計により実現 
資料: O’Donoghue (2000)をもとに筆者作成 
 
表２  被保険者数と報酬月額に関する推計例 
 
注 1：上記表は PENMOD モデルにおけるデータセットの一例である。社会保険嶁「事業




男 -20未満 20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳 65-69歳
加入者数 20,952,342 ：総計
1 113,094 599,806 432,457 165,541 72,989 55,541 53,095 81,588 123,453 266,487 131,181
2 7,775 341,701 735,727 402,854 143,807 78,109 61,384 74,348 95,346 117,510 36,672
3 1,220 115,347 577,257 577,772 256,156 132,657 92,931 98,356 120,959 95,807 26,772
4 663 50,853 357,948 586,234 344,769 207,734 138,924 131,718 151,494 96,706 28,192
5 0 24,589 204,370 505,750 411,313 271,139 186,613 175,304 195,277 93,574 27,305
6 0 9,849 115,155 368,855 426,224 330,122 254,245 242,537 252,172 80,519 15,556
7 0 4,268 57,743 232,516 391,783 373,887 317,128 313,623 308,735 77,011 18,541
8 0 1,459 42,790 163,554 336,496 371,861 354,511 357,739 362,174 80,720 23,930
9 0 3,327 29,367 89,456 224,552 357,048 378,394 440,521 439,016 107,732 25,820
10 0 0 17,733 62,768 166,365 266,297 377,690 467,552 479,887 195,384 61,558
給与平均 月平均・単位：円
1 156,263 165,624 169,591 165,313 161,138 155,062 153,843 148,036 147,275 141,619 138,337
2 205,945 210,441 214,370 216,948 217,867 217,140 216,438 216,124 215,360 213,210 211,002
3 247,318 247,991 249,947 251,411 252,344 252,392 251,703 251,856 251,581 249,973 249,808
4 277,834 281,160 281,937 283,836 285,052 285,702 285,269 285,459 285,095 285,072 285,713
5 0 310,949 311,745 313,814 315,468 315,789 316,617 316,178 316,247 313,515 312,446
6 0 349,388 351,338 351,215 352,776 353,669 353,635 354,097 353,431 352,373 351,180
7 0 385,309 393,036 393,006 394,976 395,598 396,943 396,500 396,967 397,268 399,976
8 0 453,176 448,578 447,264 448,659 451,079 451,779 452,732 452,733 450,373 451,383
9 0 513,162 526,107 531,961 533,394 533,267 535,224 536,443 535,953 533,193 535,332
10 0 0 618,434 618,043 618,005 618,031 618,386 618,398 618,477 619,193 619,32135 
 
 




注１：PENMOD モデルにおける就業状態の遷移確率は、厚生労働省「平成 14 年就業構造基本
調査」におけるデータをもとに設定した。上表は男性に関する設定例であり、これら
を将来推計（ライフイベント分析）に用いている。 
注 2：例えば、2 号会社員（公務員を含む）のうち 35-39 歳について、翌年にかけて 2 号で
あり続ける確率は 97.3％であり、1 号に転職する確率は 0.5％、離職して非就業・失
業となる確率は 2.1％である。 
 
   
男性 1号から異動 2号から異動 1号非から異動
2002年
1号継続 2号転職 1号離職（非就業） 2号継続 1号転職 1号離職（非就業） 1号継続（継続非就業） 1号就職 2号就職
(1→1) (1→2) (1→1非) (2→2) (2→1) (2→1非) (1非→1非) (1非→1) (1非→2)
年齢 100.0% 100.0% 100.0%
総数 ( 1) 94.3% 0.6% 5.1% 94.3% 1.1% 4.6% 87.6% 5.2% 7.2%
　　15 ～ 19　歳 ( 2) 78.4% 0.4% 21.2% 67.5% 17.8% 14.7% 89.5% 6.8% 3.7%
　　20 ～ 24 ( 3) 88.1% 1.0% 10.9% 86.3% 5.2% 8.5% 68.3% 12.5% 19.2%
　　25 ～ 29 ( 4) 93.0% 2.2% 4.7% 94.9% 1.2% 3.9% 55.8% 12.3% 31.9%
　　30 ～ 34 ( 5) 95.2% 1.8% 3.0% 96.6% 0.7% 2.7% 63.5% 11.6% 24.9%
　　35 ～ 39 ( 6) 96.5% 1.2% 2.3% 97.3% 0.5% 2.1% 65.6% 9.2% 25.2%
　　40 ～ 44 ( 7) 97.2% 0.8% 2.0% 97.6% 0.5% 1.9% 67.4% 10.8% 21.8%
　　45 ～ 49 ( 8) 96.8% 0.6% 2.6% 97.1% 0.4% 2.4% 70.8% 10.1% 19.1%
　　50 ～ 54 ( 9) 96.7% 0.5% 2.8% 96.8% 0.5% 2.7% 75.2% 8.4% 16.3%
　　55 ～ 59 (10) 95.0% 0.5% 4.5% 95.2% 0.5% 4.3% 77.7% 7.6% 14.7%
　　60 ～ 64 (11) 87.0% 0.3% 12.7% 86.3% 1.8% 11.9% 90.0% 5.1% 4.9%
　　65 歳 以 上 (12) 90.3% 0.0% 9.6% 89.1% 1.5% 9.4% 99.1% 0.5% 0.4%36 
 
表４  加入記録テーブルの設計（格納項目） 
 
  フィールド  記入例  説明 
0  生死  1 or 2  1:  生存, 2:  死亡 
1  個人 ID    ID  コード 
2  男女  1 or 2  1:  男性, 2:  女性 
3  出生年  1965   
4  死亡年  2045   
5  引退年  2030   
6  受給開始年     
7  婚姻状態  (前年)  1  1:  有配偶, 2:  独身・離別 
8  婚姻状態  1   
9  -    予備 
10  -    予備 






6:  1 号専業主婦 
7:  2 号会社員 
8:  2 号公務員 
9：未加入 
    12  加入タイプ  2005  7   
       
117  加入タイプ 2110     
118  標準報酬月額  2004  250,000  (単位：円) 
119  標準報酬月額 2005     
  :     
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表５  受給記録テーブルの設計（格納項目） 
 
  フィールド  記入例  説明 
0  生死  1 or 2  1:  生存, 2:  死亡 
1  個人 ID    ID  コード 
2  男女  1 or 2  1:  男性, 2:  女性 
3  出生年  1965   
4  死亡年  2045   
5  引退年  2030   
6  受給開始年齢  65   
7  年金タイプ  1  ＜3 桁コード＞ 
1 桁目-  1:  国民, 2:  厚生, 3:  共済 
2 桁目-  1:  老齢, 2:  通老, 
3 桁目-  1:  新法, 2:  旧法 
8  遺族の有無  1  1:  あり, 2:  無し 
9  遺族年金    遺族年金額 
10  新規・擢裁定の別    1:  擢裁定, 2:  新規裁定 
11  基礎 2004  650,000  年額(単位：円) 
    12  基礎  2005     
       
117  加入タイプ 2110     
118  報酬他  2004  250,000  年額(単位：円) 
119  報酬他 2005     
  :     
224  報酬他 2110     
225  基礎厚生比率    通老者における分割比率 
226  基礎共済比率    （同上） 
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2005 2025 2050
〈年金給付〉 兆円 兆円 兆円
給付合計 44.1 60.0 84.8
国民年金 5.2 12.8 20.0
　うち老齢年金 4.7 11.1 13.8
　うち通老年金 0.4 1.7 6.2
厚生年金 31.5 38.7 55.8
　うち老齢年金 22.9 28.2 41.3
　うち通老年金 4.4 3.2 6.3
　うち遺族年金 4.2 7.3 8.2
　うち基礎年金 10.3 14.4 25.6
共済年金 7.5 8.5 9.1
　うち老齢年金 6.3 7.9 6.1
　うち通老年金 0.1 0.6 3.0
　うち遺族年金 1.1 0.0 0.0
　うち基礎年金 2.3 2.8 2.6
〈被保険者の収入と保険料〉 兆円 兆円 兆円
厚生報酬 163.2 213.2 261.5
共済報酬 30.9 35.3 50.7
国民年金・保険料 3.1 4.1 2.6
厚生年金・保険料 23.3 39.0 47.9
共済年金・保険料 4.4 6.5 9.3
〈被保険者の人数〉 万人 万人 万人
被保険者数 6,925 6,280 4,335
  国民1号 1,930 2,005 1,285
  国民3号 1,045 765 345
  国民全額免除 255 355 325
  国民半額免除 35 45 50
  厚生2号 3,190 2,720 2,000
  共済2号 470 390 330
国民未加入 750 1,060 74039 
 
































注 2：1 号自営、 2 号会社員といった就業している者に関しては、翌年にかけて継続、 転職、
離職という 3 つ種類の就業状態の変化のタイプが設定される。1 号非就業、3 号専業
主婦の場合、1 号もしくは 2 号への就職ないし非就業状態の継続という 3 つの種類の
変化のタイプを設定する。 
 
   
Module 1:   
データセット 
・1961 年から 2004 年までの加入記録 
・2004 年時点の引退者 
・その他：人口データ、遷移確率などパラメータ 
















  1 号  (非就業) 
  3 号  (専業主婦) 
1 号 
(自営等) 




継続  転職  就職  離職  非就業 40 
 






























   
20 歳サンプル 
  (2005–2100) 






























る。 加入年数をもとに厚生年金、 共済年金、 国民年金といった年金タイプが決定され、
これに応じて引退年齢が定められる。 
注 2：PENMOD モデルでは、国民年金と通算老齢年金の併給などのケースの推計ができる。 
 
 
















   
2 号加入期間が 25 年以上  厚生年金 
共済年金 
加入年数 






<  年金タイプ  >  <  引退年齢  > 
引退処理 
  ---  年金タイプ 
  ---  新規裁定年金額 
受給記録 
  ---  個人 ID、 性別、 年齢ほか 
加入記録 
年金受給者 
  ---  死亡処理 
  ---  スライド処理 
---  遺族年金処理 
 
翌年ループ 
(t + 1 年) 42 
 




注 2：PENMOD モデルは確率を利用するので、 推計結果は推計の都度に異なる。
上記は、その一例である。 
 




注 2：PENMOD モデルは確率を利用するので、 推計結果は推計の都度に異なる。
上記は、その一例である。 
 





















































































































































































保険料計 国民年金 厚生年金 共済年金43 
 
図８  PENMOD モデルと平成 16 年財政再計算の比較（基礎年金給付費） 
 
 
注１：PENMOD モデルによる推計結果を、厚生労働省「平成 16 年財政再計算」
における将来見通しと比較した。 
注 2：両者の推計結果が 2100 年にかけてかい離するのは、PENMOD では 18 年
新人口推計を用いているからである。 
注 3：PENMOD モデルは確率を利用するので、 推計結果は推計の都度に異なる。
上記は、その一例である。 
 
図９  PENMOD モデルと平成 16 年財政再計算の比較（厚生年金保険料） 
 
 
注１：PENMOD モデルによる推計結果を、厚生労働省「平成 16 年財政再計算」
における将来見通しと比較した。 
注 2：両者の推計結果が 2100 年にかけてかい離するのは、PENMOD では 18 年
新人口推計を用いているからである。 































































































































図１０  1950 年生まれの新規裁定年金 
 
注１：PENMOD モデルによる個票の推計結果。1950 年生まれの引退年（2013 年ない
し 2015 年）における新規裁定年金を示した。数字は個票番号である。 
注 2：1950 年生まれの現役期間（1970 年-2009 年）の大部分は、過去期間であり、
上記の推計結果は過去推計値に亝存している。 
注 3：基礎年金の満額は 7.3 万円である。女性を中心として多くの引退者が、基礎
年金程度の年金額に留まる傾向が見て取れる。 
 
















図１１  1980 年生まれおよび 1981 年生まれの新規裁定年金 
 
注１：PENMOD モデルによる個票の推計結果。1980 年生まれ（引退年 2045 年）と
1981 年生まれ（引退年 2046 年）における新規裁定年金を示した。基礎年金の
満額は 12.8-13.0 万円である。数字は個票番号である。 
注 2：1980-81 年生まれの現役期間（2000 年-2040 年頃）の大部分は、モデルにお
ける推計期間に該当する。 年金裁定額の傾向は、 1950 年にほぼ同じであるが、
1980年に比べると1981年における女性では報酬比例年金を受給する者が多い。  
 














































注 2：モデル個人（平均月給 36 万円）の場合、基礎年金 6.5 万円、報酬比例年金 10.1
















注 2：シナリオ１は、年金月額が 16.6 万円を超えるに従い国庫負担を徐々に減額する 
注 3：シナリオ２は、年金月額が 13.0 万円を超えるに従い国庫負担を徐々に減額する 
 








































注 2：削減率＝抑制額／当該年における国庫負担額（基礎年金給付費の 1/2 相当額） 
注 3：国庫負担の減額は、2005 年以降の新規裁定年金についてのみ実施した。 
 

































































運用利回り 2.2％、物価上昇率 1.0％で算出。 
注 2：モデル個人（平均月給 36 万円）の場合、所得比例年金 18.7 万円の年金を受け取
る。旧国民年金加入者については、定額保険料（月額 1.5 万円）の運用益に応じ
て、所得比例年金 4.0 万円を受け取る。 
 
 















注 2：所得比例年金がゼロの場合には、最低保証年金は月額 7 万円、所得比例年金が月



























注 3：最低保障とは、NDC 方式の導入後の最低保証年金の推移 
 





注 3：所得比例とは、NDC 方式の導入後の所得比例年金の推移 







































































































図１９  現行方式と NDC 方式の比較（推計結果） 
 
注 1：現行方式とは、現行制度に基づく年金給付費の推移。うち租税負担を除くとは、
基礎年金給付費の 1/2 相当額を差し引いたもの。 
注 2 ： NDC 方式とは、 新制度の導入に基づく年金給付費の推移。 うち租税負担を除くとは、
基礎年金給付費の 1/2 相当額と最低保証年金の全額を差し引いたもの。 
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